
2001 ～2005 ～2010 2011

政府のＩＣＴ戦略と総務省ビジョンとの関係

2001 ～2005 ～2010 2011

２００５年までに世界最先端のＩＴ国家を実現 ２０１０年いつでも、どこでも、誰でもＩＴの恩恵を実感できる社会の実現

インフラから利活用へ

Japa 戦略Ⅱ(03年7月) ＩＴ新改革戦略(06年1月)

ＩＴによる社会課題の解決

e Japan戦略(01年1月)

完
全
デ

e-Japan戦略Ⅱ(03年7月)

ＩＴ利活用重視

ＩＴ新改革戦略(06年1月)

ＩＴによる構造改革力の追求

e-Japan戦略(01年1月)

ブロードバンドインフラの整

備
デ
ジ
タ
ル

貢
献

貢
献

貢
献

ｅからｕへの進化

元
年総務省の情報通信政策 （ビジョン）

情報通信審議会答申（０１年７月、０２年８月、０３年７月）

21世紀におけるインターネット政策③

21世紀における 21世紀における

総務省のｕ－Ｊａｐａｎ政策(04年12月)
ユビキタスネット社会の実現
（「いつでも、どこでも、誰でも、何でも」ネットワークに簡単につながる社会の実現）

日本発の新ICT社会
を目指して

21世紀における
インターネット政策①

21世紀における
インターネット政策②

本格的な利用拡大へｺﾝﾃﾝﾂ流通・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

ＩＣＴ国際
競争力強化

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
(07年5月)

通信・放送分野
の改革に関する
工程ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
(06年9月)

ｘＩＣＴビジョン(08年7月)
あらゆる産業・地域とＩＣＴとの深化した
融合に向けて（ＩＣＴ成長力強化プラン）

本格的な利用拡大
IPv6の利用促進利用・基盤

の高度化

(07年5月)(06年9月) 融合に向けて（ＩＣＴ成長力強化プラン）
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ｕｰＪａｐａｎ政策

２００４年２００４年２００１年２００１年 ２００５年２００５年 ２００６年２００６年 ２００７年２００７年 ２００８年２００８年 今後今後２００３年２００３年２００２年２００２年

ｘＩＣＴビジョン成長力強化プラン

総務省のＩＣＴ政策の推移（主なもの）

通
信
通
信

電気通信事業法改正
（０３年７月）

【参入規制の届出制・登録
制への移行など】

新競争促進プログラム
２０１０

（０６年９月）

《通信》

ｕ Ｊａｐａｎ政策
（０４年１２月）

電気通信市場の
一層の競争促進

ｘＩＣＴビジョン
（０８年７月）

電気通信事業法
改正（０１年６月）

【非対称規制
拡充など）】

総合戦略 成長力強化プラン
（０８年５月）

モバイルビジネス
活性化プラン
（０７年９月）

関
連
関
連

放
送
関

放
送
関

２０１０年
情報通信法案（仮称）提出

《通信・放送融合法制の検討》 通信・放送分野
の改革工程
プログラム
（０６年９月）

放送法改正

《放送》

電気通信役務
利用放送法制定

（０１年６月）

通信・放送分野
の在り方に
関する政府
与党合意

（０６年６月）

電波政策ビジョン策定
（０３年７月）

基基

関
連
関
連

1717２０１０年度末
ブロ ドバンド ゼロ地域解消

《ブロードバンド網の整備など》

ＮＨＫ
改革 ２０１１年７月

完全デジタル化

地上デジタル
放送推進総合対策

（０８年７月）

電波法改正（０１年７月）
【地上デジタル放送導入関係】

次世代ブロードバンド戦略
２０１０策定（０６年８月）基

盤
整
備

基
盤
整
備

1717ブロードバンド・ゼロ地域解消
超高速ブロードバンド

世帯カバー率90％以上

２０１０年度末
携帯エリア外人口
約20万人の解消

《携帯電話不感地域の解消》

デジタル・
ディバイド
解消戦略

（０８年６月）

地域情報通信基盤
整備推進交付金

制度化（０６年５月）

利
活
用

利
活
用

ＩＣＴによる
社会・経営の変革

《ＩＣＴ利用環境整備》

特定電子メール法改正
（０５年５月）

特定電子メール法改正（０８年６月）
【オプトイン規制導入など】

《ＩＣＴ利活用促進》 ＩＣＴ生産性加速プログラム
【ＡＳＰ・ＳａａＳの普及促進など】（０７年６月）

プロバイダ責任
制限法制定

特定電子メール法
制定（０２年４月）

青少年インターネット利用
環境整備成立（ 年 ）

セキュリティ対策、テレワークの推進、コンテンツ流通・不正流通対策の促進、遠隔医療の推進

国国技技

《ＩＣＴ産業の国際競争力強化》

（０５年５月）

【特定電子メールの範
囲拡大】

ＩＣＴ改革促進プログラム
【ユビキタス特区など】

（０７年４月）

制限法制定
（０１年１１月）

制定（０２年４月）

ＩＣＴ国際競争力強化プログラム

安心ネットづくり
プログラム

（０８年１２月予定）

ＩＣＴ利用環境整備
環境整備成立（０８年６月）

【フィルタリングの提供義務など】

国
際
戦
略

国
際
戦
略

技
術
戦
略

技
術
戦
略

我が国の国際的
プレゼンスの強化

《国際展開》 アジア・ブロードバンド計画策定
（０３年３月策定、０６年８月改定）

ＵＮＳ研究開発・標準化戦略プログラム
（０５年７月策定、０８年６月改定）

《技術開発》

ＩＣＴ国際競争力強化プログラム
（０７年５月策定、０８年７月改定）
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U
ユビキタスネット社会次

Ｕ‐Ｊａｐａｎ政策の概要

Ubiquitous（ユビキタス）

Unique（ユニーク）

U i t d（ユ ザ）

Universal（ユニバーサル）

ビキタスネット社会

あらゆる人や物が結びつく

人に優しい心と心の触れ合い個性ある活力が湧き上がる

次
世
代
社
会

民産学官 体となって推進

User-oriented（ユーザ） 人に優しい心と心の触れ合い

利用者の視点が融けこむ

個性ある活力が湧き上がる会
像

民産学官一体となって推進

２０１０年には世界最先端の「ＩＣＴ国家」として先導目

ｕ ﾋﾞｷﾀｽﾈ ﾄﾜ ｸ整備 ＩＣＴ利活用の高度化 利用環境整備

２０１０年までに国民の１００％が
高速または超高速を利用可能な社会に

２０１０年までに国民の８０％がＩＣＴは
課題解決に役立つと評価する社会に

２０１０年までに国民の８０％が
ＩＣＴに安心感を得られる社会に

標

ｕ─

Ｊ
ａ
ｐ
ａ ｺﾝﾃﾝﾂの創造 流通 利用促進

ＩＣＴによる先行的社会システム改革

ﾕﾋﾞｷﾀｽﾈｯﾄﾜｰｸ整備

ブロ ドバンド基盤の全国的整備 ＩＣＴ安心 安全２１戦略の推進

有線・無線のｼｰﾑﾚｽなｱｸｾｽ環境の整備

ＩＣＴ利活用の高度化 利用環境整備

「影」に関する課題の整理・明確化

ａ
ｎ
政
策
パ
ッ

ﾈｯﾄﾜｰｸ･ｺﾗﾎﾞﾚｰｼｮﾝの基盤整備

ｺﾝﾃﾝﾂの創造・流通・利用促進

ＩＣＴ人材活用

ブロードバンド基盤の全国的整備 ＩＣＴ安心・安全２１戦略の推進

実物系ネットワークの確立 ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝの導入促進

ユビキタスネット社会憲章の制定

顕在化しつつある重要な課題への対応

ッ
ケ
ー
ジ

国 際 戦 略

技 術 戦 略
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完全デジタル元年の実現に向けたＩＣＴ基盤整備

人口
カバ 率

エリア外
人口

①ブロードバンド ②携帯電話

2008年3月末現在 2008年３月末現在

③地上デジタル放送

視聴可能世帯数 ４，３６０万世帯

2008年3月末現在

サービスエリアの ９８．３％
カバー率 人口

全国 ９９．８％
２９．７万

人

うち条件
９９ １％

２８．６万

【直接受信】 （９３％）世帯カバー率
【推計】

（５，０８３万世帯）

不利地域
９９．１％

人

整備の基本方針

民間事業者による自発的投資を原則としつつ、

過疎地等、投資効率の悪い地域については、事業者と自治体等の連携を支援

２０１１年７月までに地上デジタル
テレビ放送へ完全移行を実現
【ＩＴ新改革戦略（２００６年）】

２０１０年度末までの間に、条件不利

地域において、新たに２０万人以上を

携帯電話が利用可能に

２０１０年度までにブロードバンド・
ゼロ地域を解消

【ＩＴ新改革戦略（2006年）】
【デジタル デ バイド解消戦略（2008年）】

【ＩＴ新改革戦略（２００６年）】
【重点計画２００７】【デジタル・ディバイド解消戦略（2008年）】
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サ ビスエリアの世帯カバ 率（推計）

【参考①】完全デジタル元年の実現に向けたＩＣＴ基盤整備（ブロードバンド整備）

2010年度
目標

2007年3月末
（平成19年3月末）

2006年3月末
（平成18年3月末）

2008年3月末
（平成20年3月末）

サービスエリアの世帯カバー率（推計）

93.9％93.9％ブロードバンド
ブロードバンド・
ゼロ地域の解消
ブロードバンド・
ゼロ地域の解消

目標（平成19年3月末）（平成18年3月末）

95.2％95.2％ 98.3 ％98.3 ％

（平成20年3月末）

●IT新改革戦略
（2006.1.19 IT戦略本部）

●デジタル・ディバイド解消戦略
（2008 6 24 総務省）

（4,733万世帯）※１（4,733万世帯）※１

ブ ド ンド ゼロ地域の解消ゼロ地域の解消
（4,863万世帯）※２（4,863万世帯）※２ （5,083万世帯）※3（5,083万世帯）※3（注）

（2008.6.24 総務省）

79.7％
(4,015万世帯)※１

79.7％
(4,015万世帯)※１

超高速
ブロードバンド 90％90％83.5％

(4,268万世帯)※２

83.5％
(4,268万世帯)※２

86.5％
（4,471万世帯）※3

86.5％
（4,471万世帯）※3

※１ 2000年（平成12年）国勢調査の世帯数及び2005.3末現在の住民基本台帳に基づく総世帯数（5,038万世帯）より推計

(4,015万世帯)(4,015万世帯) (4,268万世帯)(4,268万世帯) ,,

●デジタル・ディバイド解消戦略
（2008.6.24 総務省）

※２ 2000年（平成12年）国勢調査の世帯数及び2006.3末現在の住民基本台帳に基づく総世帯数（5,110万世帯）より推計
※３ 2005年（平成17年）国勢調査の世帯数及び2007.3末現在の住民基本台帳に基づく総世帯数（5,171万世帯）より推計

（注） ブロードバンド・サービスについて、事業者情報等から、原則町丁目字単位での利用可能の有無を区分し、国勢調査及び住民基本台帳の
世帯数（※1～※3）を踏まえサービスエリアの世帯カバー率を推計。ただし、ＡＤＳＬについては、サービスエリア内であっても、収容局からの
距離が概ね4k を超える地区については信号の減衰が大きく実用に適しないことから利用可能とせず 世帯カバ 率の推計を行 ている距離が概ね4kmを超える地区については信号の減衰が大きく実用に適しないことから利用可能とせず、世帯カバー率の推計を行っている。

なお、2006年3月末及び2007年3月末については、都道府県ごとにブロードバンド・サービスの種別（ＦＴＴＨ、ＡＤＳＬ、ケーブルインターネット
等）で最も整備が進んでいる種別の世帯カバー率を「ブロードバンド」の世帯カバー率としていたが、2008年3月末のものからは、いずれかの
ブロードバンド・サービスが整備されている地域の世帯カバー率を「ブロードバンド」の世帯カバー率としている。
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1990年代 2000～2003 20112004～20101980年代1950～70年代

【参考②】完全デジタル元年の実現に向けたＩＣＴ基盤整備（放送のデジタル化）

代代

衛星放送 ▲
2000年

▲
1996年

代

▲
2011年7月24日

▲
1992年

▲
1989年

▲

年
BSデジタル
放送開始ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ

1996年
CSデジタル
放送開始

▲ ▲
1998年

2011年7月24日
デジタル化完了

1992年
CS放送
開始

1989年
BS放送
開始

2011年
デジタル化完了

▲

1955年放送開始

▲▲ ▲

1998年
一部地域において
デジタル放送開始地上放送（テレビ）

▲▲
2006年

その他の地域に
おいてデジタル
放送開始

▲
2003年

三大都市圏に
おいてデジタル
放送開始

▲
1953年
白黒
テレビ
放送開始

▲
1960年
カラー
テレビ
放送開始

事業者：ＮＨＫ（総合､教育）

放送大学

民放 全社(127社)

▲
2011年7月24日
デジタル化完了

現在のアナログ
放送終了

放送開始放送開始放送開始 放送開始
視聴者：全世帯

（4,800万世帯）

放送終了

アナログ周波数
返還

地上放送（ラジオ）

▲
1925年

▲
2003年

▲
1952年

▲
1969年

中波
放送
開始

地上デジタルラジオ
実用化試験放送開始

短波
放送
開始

超短波
放送開始
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「テ から 「 ネ トワ クネ トワ ク構造 変化ネ トワ ク構造 変化

競争政策の推進（電気通信事業分野における競争政策の変遷と今後の課題）

「テレフォニー」から

ＩＰ網

ＩＰ網ＩＰ網ＩＰ網ＩＰ網従来の電話網従来の電話網従来の電話網従来の電話網

交
換

「ＩＰネットワーク」へネットワーク構造の変化ネットワーク構造の変化

ブロードバンド化・ＩＰ化
（ブロードバンドサービス契約数：約2,934万加入(2008.6現在)）

ルータ

ルータ

ルータ

交
換
機

換
機

モバイル化

携帯電話・PHS加入数：約1億826加入(2008.6現在)
※我が国の人口：約１億2,777万人（H17国勢調査）

ネットワーク構造や競争環境の変化に対応した競争政策の変遷
新新 競競 争争 促促 進進

独占から競争へ独占から競争へ 公正競争の確保・促進公正競争の確保・促進 事前規制から事後規制へ事前規制から事後規制へ

新新 競競 争争 促促 進進
ププ ロロ ググ ララ ムム
２２ ００ １１ ００
に基づく新たなに基づく新たな
競争ル ルの整備競争ル ルの整備

■競争原理の
導入

■電電公社の

■ＮＴＴの再編成(99年）

（非対象規制の導入）
■接続ルールの制度化

（競争ルールの充実）

■非対称規制（禁止
行為等）の拡充

■参入許可の廃止
（登録／届出）

■料金・約款規制の

1985年(S60)～ 1997年(H9)～ 2001年(H13)～ 2004年(H16)～ 競争ルールの整備競争ルールの整備

2006年(H18)9月19日策定・公表
2007年(H19)10月23日改定

民営化
■接続ル ルの制度化
■長期増分費用方式の導入

（参入規制緩和）
■需給調整条項の撤廃
■外資規制の原則撤廃

■ユニバーサルサー
ビス制度の創設

■電気通信事業紛争
処理委員会の創設

■ＮＴＴ東西の活用業

原則廃止
■利用者保護ルー

ルの整備
■競争評価の検討

■ 「新競争促進プログラム
２０１０」の策定・公表

（競争環境の変化に対応し、２０１０■外資規制の原則撤廃

（業務規制緩和）
■料金認可制を事前届出制に

■ＮＴＴ東西の活用業
務の創設

（競争環境 変化 対応 、
年代初頭までに実施するブロード
バンド市場全体の包括的な競争
ルール見直しのためのロードマッ
プ。）
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○ ネットワークの整備とICT利活用促進を一体として推進することによる相乗効果の確保が重要
○ 総務省では 平成21年度予算において 増額 衛星による整備に対する補助率嵩上げ等支援措置の拡充を要

ＩＣＴによる地域活性化施策（全体像）

○ 総務省では、平成21年度予算において、増額、衛星による整備に対する補助率嵩上げ等支援措置の拡充を要
求。

また、デジタルディバイド解消戦略会議など推進体制を整備。

地域経済・社会の活性化
成功事例の
普及

条件不利

評価

条件不利
地域の整備

ＩＣＴ利活用促進ネットワークの整備
（ブロードバンドサービス、携帯電話、地上デジタル放送） 一体として推進

【主な支援施策】

ブロードバンド網
の整備

携帯電話網の整備
地上デジタル放送

への完全移行
地域社会のＩＣＴ

利活用モデル確立
電子自治体の推進

（ワンストップサービス等の実現）

地方発ビジネス
モデル特区

【主な支援施策】

・地域情報化アドバイザ 体制の整備

184.0億円(96.0億円) （電波利用料財源）※１

（87.4億円） 18.0億円(18.0億円) 19.5億円（20億円） 8.8億円（6.3億円）

２１年度要求額（20年度予算額）

（地域ＩＣＴ利活用モデル構築事業） （ユビキタス特区事業） （地域情報ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ推進事業）

・デジタル・ディバイド解消戦略会議

【推進体制】

約600億円（59.7億円）

※１ 予算編成過程で検討

・地域情報化アドバイザー体制の整備
➢総務大臣委嘱のアドバイザーによる知見・ノウハウ面でのサポート

・ベストプラクティス・ノウハウの普及
➢「u-Japanベストプラクティス」（総務大臣表彰）

・デジタル・ディバイド解消戦略会議
➢ブロードバンド・ゼロ地域や携帯電話不感地帯の解消策を検討

・地上デジタル放送総合対策本部
➢関係団体・事業者等との協力の下、円滑な移行を実現

86



１ 背景・目的

医療 ⅹ ＩＣＴ （医療の高度化～「遠隔医療の推進方策に関する懇談会」概要）

地方における医師不足等が指摘されている状況を踏まえ、地域医療の充実に資する遠隔医療技術の活用

方法と、その推進方策について検討するため、総務・厚生労働両大臣の共同による懇談会を開催（座長：金

子郁容 慶應義塾大学政策・メディア研究科教授）。

２ 開催期間

平成２０年３月に第１回会合を開催。これまで５回の会合を開催し、７月に中間とりまとめを行った。

■中間とりまとめのポイント（提言）

①診療報酬の適切な活用①診療報酬の適切な活用

モデル事業などでの検証を進め、安全性・有効性等

②遠隔医療の位置付け②遠隔医療の位置付け

遠隔医療の位置付け（※）をより明確にするために、デル事業などでの検証を進め、安全性 有効性等

について科学的根拠に基づくデータ（エビデンス）がある

と検証されたものについては、将来、検討の対象。

遠隔医療 位置付け（ ）を り明確 する 、

「慢性期（再診）、健康管理、予防医療、生活習慣にか

かわるもの」について、基本的に（対面診療と）遠隔医療

が選択可能であることを明らかにする

※現在は、「対面診療が基本であり、遠隔医療は補完

的なもの」という位置付け。
③補助金、地方交付税など財政支援措置の活用その他③補助金、地方交付税など財政支援措置の活用その他
方策の推進方策の推進

関係各機関や受益者の費用負担の仕組み、補助金・
地方交付税など財政支援措置の活用等の検討。遠隔 ④モデル事業④モデル事業地方交付税など財政支援措置の活用等の検討。遠隔
医療にかかわる拠点病院設置等も含め制度面での可
能性、通信インフラや情報システムの整備と標準化など
の推進方策の検討。

④ 事業④ 事業

遠隔医療の推進に資する有効な実証モデル事業の実

施（必要性と有効性の実証と検証を重視）。

参考：「経済財政改革の基本方針２００８」（平成20年6月27日閣議決定）において、『「遠隔医療の推進方策に関する懇談会」における検討を踏まえ、遠隔医療技術の

活用を推進する。』こととされているところ。
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【参考】遠隔医療の類型

テレケア（遠隔健康管理）テレラジオロジ （遠隔放射線診断） テレケア（遠隔健康管理）テレラジオロジー（遠隔放射線診断）

【概要】健康管理端末で測定した生態情報(体温、
血圧、脈拍、尿糖値)を医師や保健師へオ

【概要】X線写真やMRI画像など、放射線科で撮
影した画像を通信で伝送し 遠隔地の専

ンライン送信する。
【効果】予防医療の推進、利用者に応じたきめ細

かい健康指導と健康情報の提供が可能に。

影した画像を通信で伝送し、遠隔地の専
門医が診断を行う。

【効果】専門医による高度で専門的な診断を短時
間で受けられる。

（例）遠隔画像診断サービス （例）在宅健康管理システム

情報センター

ブ ビ 線

ネットワーク経由で
専門医による診断が
受けられる

CT、MRI画像登録
読影ﾚﾎﾟｰﾄ受領

医療画像データ管理
読影レポート作成

送信医療機関
コンピュータ

主治医による
総合的な診断

ケーブルテレビ回線
（または電話回線）

健康管理端末で測定し
た血圧、脈拍と心電図
を主治医に送信

CT、MRI画像読込
読影結果登録

大学病院
光高速ネットワーク

診
血圧 体温体重ジ

CT、MRI画像登録読
影ﾚﾎﾟｰﾄ受領 地域病院
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問診
血圧
脈拍

心電図
体温
入力

体重
入力 保存メッセージ

地域病院




